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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第63期
第３四半期
連結累計期間

第64期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

第64期
第３四半期
連結会計期間

第63期

会計期間

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
10月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
10月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
４月１日

至 平成22年
３月31日

売上高 (百万円) 33,488 34,110 10,678 12,887 50,878

経常利益 (百万円) 1,002 1,822 234 993 2,324

四半期(当期)純利益 (百万円) 563 1,276 135 940 1,225

純資産額 (百万円) ― ― 44,000 45,102 44,954

総資産額 (百万円) ― ― 57,742 58,823 60,612

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,251.851,282.141,278.44

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 16.10 36.45 3.86 26.86 35.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 75.91 76.30 73.85

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △341 2,839 ― ― 325

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,098 △6,130 ― ― 3,765

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △534 △317 ― ― △439

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 4,408 3,227 6,836

従業員数 (人) ― ― 1,445 1,467 1,425

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載してい

ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。　

　
３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　
４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 1,467

(注) 従業員数は就業人員である。（当社グループからの出向者を除き、当社グループ外からの出向者を含む。）

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 1,285

(注) 従業員数は就業人員である。（当社からの出向者を除き、他社からの出向者を含む。）
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりである。
　

セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

受注高(百万円) 受注残高(百万円) 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

発電設備工事業 ― ― 7,533 19,143

電気・通信設備工事業 ― ― 3,536 7,267

その他の事業 ― ― 194 ―

セグメント計 ― ― 11,264 26,410

差異調整額 ― ― 6 ―

計 ― ― 11,270 26,410

　
(2) 売上実績

売上実績をセグメント別に示すと、次のとおりである。
　

セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

売上高(百万円) 売上高(百万円)

発電設備工事業 ― 10,188

電気・通信設備工事業 ― 2,497

その他の事業 ― 194

セグメント計 ― 12,881

差異調整額 ― 6

計 ― 12,887

　
(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

２　セグメント間取引については、相殺消去している。

３　各記載金額には、消費税等は含まれていない。

４　主な相手先別の売上実績および当該売上実績の総売上実績に対する割合は、次のとおりである。

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

売上高(百万円) 割合(％) 売上高(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 6,066 56.8 9,210 71.5

　
２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はない。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期におけるわが国の景気は、緩やかな回復傾向にあるものの、改善の動きが足踏み状態と

なっているが、当社グループを取り巻く経営環境については、電力会社における発電設備の定期点検周

期に係る工事計画の減少や原価低減方策の推進、一般市場における競争の激化等から、引き続き厳しい

状況にある。

このような状況のもとで、当第３四半期連結会計期間における当社グループの受注高については、電

気・通信設備工事業が増加となったが、発電設備工事業が減少となり、総額では前年同期比13億62百万

円減の112億70百万円となった。

売上高は、発電設備工事業、電気・通信設備工事業ともに増加となり、総額では前年同期比22億９百

万円増の128億87百万円となった。

なお、次期繰越高は、前年同期比23億72百万円減の264億10百万円となった。

利益面については、売上高の増加や継続的な原価改善活動による工事原価の低減により、営業利益は

前年同期比７億67百万円増の９億13百万円、経常利益は前年同期比７億59百万円増の９億93百万円、四

半期純利益は本社移転に伴う現本社社屋の土地および建物の譲渡益を特別利益に計上したことによ

り、前年同期比８億４百万円増の９億40百万円となった。

　

セグメント別の受注高、売上高およびセグメント利益は、次のとおりである。なお、各セグメントの受

注高および売上高はセグメント間取引を相殺消去した金額である。

　

(発電設備工事業)

受注高は、前年同期と比べ火力部門が定期点検工事等の受注により増加となったが、原子力部門の定

期点検工事の減少の影響が大きく75億33百万円となった。売上高は、前年同期と比べ火力、原子力部門

ともに定期点検工事の完成により増加し101億88百万円となった。セグメント利益は、原価低減に努め

たことにより16億63百万円となった。

　

(電気・通信設備工事業)

受注高は、前年同期と比べ変電、空調、通信部門が減少となったが、電設部門の増加により35億36百万

円となった。売上高は、前年同期と比べ電設部門が減少となったが、変電、空調、通信部門の増加により

24億97百万円となった。セグメント利益は、原価低減に努めたものの１億53百万円の損失となった。

　

(その他の事業)

受注高および売上高とも、前年同期と比べ不動産、リース・レンタル事業の増加により、受注高１億

94百万円、売上高１億94百万円およびセグメント利益57百万円となった。
　

　
　　参考：区分に対応した部門等の名称

区　分 部　門　等

発電設備工事業 火力部門、原子力部門、水力部門

電気・通信設備工事業 変電部門、空調部門、電設部門、通信部門

その他の事業 不動産事業、リース・レンタル事業、保険代理業

(2) 財政状態

①　資産の部
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当第３四半期連結会計期間末における資産残高は588億23百万円となり、前連結会計年度末と比べて

17億88百万円減少している。これは主に前連結会計年度末に計上した売上債権（完成工事未収入金）

の回収によるものである。

②　負債の部

当第３四半期連結会計期間末における負債残高は137億21百万円となり、前連結会計年度末と比べて

19億37百万円減少している。これは主に前連結会計年度末に計上した仕入債務（工事未払金）の支払

によるものである。

③　純資産の部

当第３四半期連結会計期間末における純資産残高は451億２百万円となり、前連結会計年度末と比べ

て１億48百万円増加している。これは主に四半期純利益の計上によるものである。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第２四半期連

結会計期間末と比べて６億18百万円減少し、32億27百万円となった。

なお、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の減少は、14億82百万円(前年同期は17億26百万円の資金の減少)となった。これ

は主に売上債権の増加によるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の増加は、10億86百万円(前年同期は34億25百万円の資金の増加)となった。これ

は主に有形固定資産の売却によるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は、２億22百万円(前年同期は２億40百万円の資金の減少)となった。これ

は主に配当金の支払によるものである。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はない。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は21百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、売却した主要な設備は次のとおりである。

　

会社名
名　称
(所在地)

セグメントの名称

帳簿価額(百万円)

売却年月建物
構築物

土地
(面積㎡)

合計

㈱東京エネシス
キュードビル(現本社)
(東京都港区)

全社 259
1,237
(670.51)

1,497平成22年12月

(注) 上記の記載金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった、重要な設備の新設

計画について、重要な変更および完了はない。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

平成22年12月31日現在

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,589,000

計 72,589,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,261,75237,261,752
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株

計 37,261,75237,261,752― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日～
― 37,261,752 ― 2,881 ― 3,723

平成22年12月31日

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしている。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式普通株式 2,253,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,487,000 34,487 同上

単元未満株式 普通株式 521,752 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　 37,261,752 ― ―

総株主の議決権 ― 34,487 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株が含まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式587株が含まれている。

　
② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京都港区新橋６丁目９－７ 2,253,000 ― 2,253,0006.05

株式会社東京エネシス

計 ― 2,253,000 ― 2,253,0006.05

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 681 660 621 631 601 599 580 499 536

最低(円) 641 571 560 569 570 569 468 454 486

（注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)および前第３四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期

間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)および前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,138 3,850

受取手形・完成工事未収入金等 12,655 16,830

有価証券 6,529 9,466

未成工事支出金 ※1
 4,624

※1
 3,452

その他 1,178 1,477

貸倒引当金 △2 △4

流動資産合計 29,123 35,073

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※2, ※3
 6,777

※2, ※3
 7,020

土地 ※2
 10,888

※2
 8,246

その他（純額） ※2, ※3
 1,148

※2, ※3
 877

有形固定資産合計 18,814 16,144

無形固定資産 110 144

投資その他の資産

投資有価証券 9,102 7,905

その他 1,766 1,437

貸倒引当金 △94 △93

投資その他の資産合計 10,774 9,250

固定資産合計 29,699 25,539

資産合計 58,823 60,612
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,128 5,296

短期借入金 817 773

未成工事受入金 303 283

引当金 ※1
 537

※1
 691

その他 ※4
 2,000

※4
 3,009

流動負債合計 7,786 10,054

固定負債

退職給付引当金 5,355 5,301

引当金 23 22

その他 ※5
 555

※5
 279

固定負債合計 5,934 5,604

負債合計 13,721 15,658

純資産の部

株主資本

資本金 2,881 2,881

資本剰余金 3,730 3,729

利益剰余金 38,114 37,363

自己株式 △985 △980

株主資本合計 43,740 42,993

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,140 1,767

評価・換算差額等合計 1,140 1,767

少数株主持分 222 193

純資産合計 45,102 44,954

負債純資産合計 58,823 60,612
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 33,488 34,110

売上原価

完成工事原価 30,318 29,882

売上総利益

完成工事総利益 3,170 4,227

販売費及び一般管理費 ※1
 2,412

※1
 2,581

営業利益 758 1,646

営業外収益

受取利息 65 35

受取配当金 125 129

負ののれん償却額 54 －

その他 10 26

営業外収益合計 256 190

営業外費用

支払利息 10 13

その他 0 0

営業外費用合計 11 14

経常利益 1,002 1,822

特別利益

固定資産売却益 － 518

移転補償金 27 －

その他 4 4

特別利益合計 31 522

特別損失

固定資産除却損 4 23

事務所移転費用 10 －

貸倒引当金繰入額 5 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30

その他 1 10

特別損失合計 22 64

税金等調整前四半期純利益 1,012 2,280

法人税、住民税及び事業税 105 436

法人税等調整額 318 539

法人税等合計 424 975

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,305

少数株主利益 24 29

四半期純利益 563 1,276
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 10,678 12,887

売上原価

完成工事原価 9,719 11,152

売上総利益

完成工事総利益 958 1,735

販売費及び一般管理費 ※1
 812

※1
 821

営業利益 146 913

営業外収益

受取利息 17 9

受取配当金 51 57

その他 22 18

営業外収益合計 91 84

営業外費用

支払利息 3 4

その他 0 0

営業外費用合計 3 4

経常利益 234 993

特別利益

固定資産売却益 － 536

移転補償金 27 －

その他 2 58

特別利益合計 30 594

特別損失

固定資産除却損 4 9

事務所移転費用 10 －

その他 － 0

特別損失合計 15 10

税金等調整前四半期純利益 249 1,578

法人税、住民税及び事業税 26 245

法人税等調整額 73 378

法人税等合計 100 623

少数株主損益調整前四半期純利益 － 954

少数株主利益 14 14

四半期純利益 135 940
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,012 2,280

減価償却費 608 638

受取利息及び受取配当金 △191 △164

支払利息 10 13

有形固定資産売却損益（△は益） － △518

売上債権の増減額（△は増加） 1,860 4,175

未成工事受入金の増減額（△は減少） 78 19

未成工事支出金の増減額（△は増加） △549 △1,171

仕入債務の増減額（△は減少） △1,618 △1,170

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11 △19

退職給付引当金の増減額（△は減少） △244 53

工事損失引当金の増減額（△は減少） △74 △151

固定資産除却損 － 23

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30

未払費用の増減額（△は減少） △408 △531

その他 △176 △24

小計 297 3,484

利息及び配当金の受取額 231 206

利息の支払額 △10 △13

法人税等の支払額 △859 △837

営業活動によるキャッシュ・フロー △341 2,839

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △3,707 △3,865

有形固定資産の取得による支出 △556 △4,715

有形固定資産の売却による収入 － 2,047

投資有価証券の取得による支出 △2,630 △4,585

有価証券の売却及び償還による収入 9,100 5,200

定期預金の預入による支出 △923 △747

定期預金の払戻による収入 840 752

その他 △23 △216

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,098 △6,130

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300 565

短期借入金の返済による支出 △213 △591

長期借入れによる収入 － 350

長期借入金の返済による支出 △107 △128

配当金の支払額 △504 △504

その他 △9 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △534 △317

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,222 △3,608

現金及び現金同等物の期首残高 3,186 6,836

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,408

※1
 3,227
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 (「資産除去債務に関する会計基準」等の適用)

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号　平成20年３月31日)および「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用している。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益および経常利益が３百万

円、税金等調整前四半期純利益が33百万円それぞれ減少している。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は127百万円である。

　
【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書関係 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26

日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24

日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。
 
当第３四半期連結累計期間において、特別損失項目の以下の科目については、

特別損失総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間より

特別損失の「その他」に含めて表示することに変更した。

事務所移転費用
(当第３四半期連結累計期間

１百万円)
　

貸倒引当金繰入額
(当第３四半期連結累計期間

１百万円)

四半期連結キャッシュ・フロー

計算書関係

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

前第３四半期連結累計期間において、「その他」に含めていた以下の科目に

ついては、金額の重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲

記している。

固定資産除却損
(前第３四半期連結累計期間

４百万円)
　

　

　

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書関係 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26

日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24

日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。

　
【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

　適用した簡便な会計処理について重要性が乏しいため、記載を省略している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　　手形割引高

　受取手形割引高 22百万円

　　手形割引高

　受取手形割引高 36百万円

※1 損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金

と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

いる。

損失の発生が見込まれる工事契約に対応する額は10

百万円である。

※1 損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金

と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

いる。

損失の発生が見込まれる工事契約に対応する額は58

百万円である。

※2 国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額(直接減

額方式)は、建物11百万円、構築物１百万円、土地32百

万円、その他０百万円である。

※2 国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額(直接減

額方式)は、建物11百万円、構築物１百万円、土地32百

万円、その他０百万円である。

※3 有形固定資産減価償却累計額

　 12,812百万円

※4 流動負債の「その他」には、下記の科目が含まれて

いる。

　未払法人税等 273百万円

※5 固定負債の「その他」には、下記の科目が含まれて

いる。

　長期借入金 285百万円

※3 有形固定資産減価償却累計額

　 13,440百万円

※4 流動負債の「その他」には、下記の科目が含まれて

いる。

　未払法人税等 689百万円

※5 固定負債の「その他」には、下記の科目が含まれて

いる。

　長期借入金 134百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日)

※1 このうち、主要な費目および金額は、次のとおりで

ある。

従業員給料手当 1,155百万円

役員賞与引当金繰入額 33百万円

退職給付費用 103百万円

※1 このうち、主要な費目および金額は、次のとおりで

ある。

従業員給料手当 1,144百万円

役員賞与引当金繰入額 23百万円

退職給付費用 113百万円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
  至 平成22年12月31日)

※1 このうち、主要な費目および金額は、次のとおりで

ある。

従業員給料手当 387百万円

役員賞与引当金繰入額 11百万円

退職給付費用 40百万円

※1 このうち、主要な費目および金額は、次のとおりで

ある。

従業員給料手当 376百万円

役員賞与引当金繰入額 7百万円

退職給付費用 36百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日)

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 4,071百万円

有価証券勘定 7,915百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △962百万円

償還期限が３ヶ月を超える債券 △6,615百万円

現金及び現金同等物 4,408百万円
 

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 4,138百万円

有価証券勘定 6,529百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △910百万円

償還期限が３ヶ月を超える債券 △6,529百万円

現金及び現金同等物 3,227百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式 37,261,752 株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式 2,257,374 株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 262 7.50平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 262 7.50平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

      該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

　 設備工事業 不動産事業
リース・

レンタル事業
保険代理業 計

消去又は
全社

連結

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

10,545 78 43 9 10,678 － 10,678

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 50 306 1 358 △358 －

計 10,546 129 349 11 11,037△358 10,678

営業利益 97 27 22 2 150 △3 146

(注) １　事業区分の方法

事業は設備工事業、不動産事業等の事業形態により区分している。

２　各事業の主な内容

事業区分 事業の内容

設備工事業 電力関連設備・一般電気設備・情報通信設備・空調設備工事の設計・施工

不動産事業 不動産の賃貸・管理

リース・レンタル事業 工事用機械工具・車両等のリース・レンタル

保険代理業 損害保険代理事業

　

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

　 設備工事業 不動産事業
リース・

レンタル事業
保険代理業 計

消去又は
全社

連結

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

33,053 236 170 28 33,488 － 33,488

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 121 780 5 908 △908 －

計 33,054 358 950 34 34,397△908 33,488

営業利益 630 84 40 6 761 △3 758

(注) １　事業区分の方法

事業は設備工事業、不動産事業等の事業形態により区分している。

２　各事業の主な内容

事業区分 事業の内容

設備工事業 電力関連設備・一般電気設備・情報通信設備・空調設備工事の設計・施工

不動産事業 不動産の賃貸・管理

リース・レンタル事業 工事用機械工具・車両等のリース・レンタル

保険代理業 損害保険代理事業
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

　　　在外連結子会社および在外支店がないため、記載していない。

　

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

　　　在外連結子会社および在外支店がないため、記載していない。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

　

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用している。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社グループは、電力関連設備や一般電気設備等の設備工事を主たる事業として展開しており、「発電設

備工事業」および「電気・通信設備工事業」の２つを報告セグメントとしている。

報告セグメント別の事業概要は次のとおりである。

報告セグメント 事業概要

発電設備工事業 火力発電・原子力発電等の発電設備の建設、保守

電気・通信設備工事業 変電設備、一般電気設備、情報通信設備および空調設備工事の設計ならびに施工

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他(注) 合計発電設備
工事業

電気・通信設備
工事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 26,117 7,404 33,521 537 34,059

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3 12 15 1,019 1,035

計 26,120 7,416 33,537 1,557 35,094

セグメント利益又は損失(△) 3,624 △535 3,089 131 3,221

(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、リース・レンタル事業

および保険代理業を含んでいる。

　

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他(注) 合計発電設備
工事業

電気・通信設備
工事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,188 2,497 12,686 194 12,881

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 7 8 400 409

計 10,189 2,505 12,694 595 13,290

セグメント利益又は損失(△) 1,663 △153 1,509 57 1,566

(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、リース・レンタル事業

および保険代理業を含んでいる。
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,089

「その他」の区分の利益 131

セグメント間取引消去 △14

全社費用(注) △1,684

その他の調整額 123

四半期連結損益計算書の営業利益 1,646

(注)　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費である。  

　

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,509

「その他」の区分の利益 57

セグメント間取引消去 △4

全社費用(注) △532

その他の調整額 △115

四半期連結損益計算書の営業利益 913

(注)　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費である。  
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(１株当たり情報)

　

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,282.14円 1,278.44円

　

１株当たり純資産額の算定上の基礎

四半期連結貸借対照表
の純資産の部の合計額

45,102百万円

普通株式にかかる
四半期末純資産額

44,880百万円

差額の主な内訳 　

少数株主持分 222百万円

１株当たり純資産額の
算定に用いられた四半
期末の普通株式の数

35,004,378株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

44,954百万円

普通株式にかかる
期末純資産額

44,761百万円

差額の主な内訳 　

少数株主持分 193百万円

１株当たり純資産額の
算定に用いられた期末
の普通株式の数

35,012,328株

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 16.10円 36.45円

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

　

１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
 

四半期連結損益計算書上
の四半期純利益

563百万円

普通株式にかかる
四半期純利益

563百万円
　

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,017,176株

１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
 

四半期連結損益計算書上
の四半期純利益

1,276百万円

普通株式にかかる
四半期純利益

1,276百万円
　

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,008,743株

　

　
前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 3.86円 26.86円

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

　

１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
 

四半期連結損益計算書上
の四半期純利益

135百万円

普通株式にかかる
四半期純利益

135百万円
　

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,014,466株

１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
 

四半期連結損益計算書上
の四半期純利益

940百万円

普通株式にかかる
四半期純利益

940百万円
　

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,006,655株
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(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２ 【その他】

取締役会において、次のとおり中間配当を決議し、配当を実施している。

(1) 決議年月日　　　　　　　　　　　　      　　　平成22年10月28日

(2) 中間配当の総額　　　　　　　　      　　　　　　 262,561,238円

(3) １株当たりの額　　　　　　　　      　　　　　　　　　７円50銭

(4) 支払請求の効力発生日及び支払開始日        　　平成22年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

株式会社東京エネシス

取　締　役　会　　御中

　
新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　池　　上　　　　　玄　 ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　太　　田　　周　　二　 ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　白　　羽　　龍　　三　 ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京エネシスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京エネシス及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

株式会社東京エネシス

取　締　役　会 　 御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    池    上    　    玄    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    太    田    周    二    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    白    羽    龍    三    ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京エネシスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京エネシス及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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